
○美咲町債権管理条例施行規則 

平成３０年３月２７日 

規則第３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、美咲町債権管理条例（平成２９年美咲町条例第３０号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（事務の所管） 

第３条 債権の管理に関する事務は、当該債権発生の原因となる事務を所管する課等

の長（以下「債権所管課長等」という。）が所管する。 

（債権管理簿） 

第４条 条例第５条の債権管理簿は、債権管理簿（様式第１号）とする。ただし、債

権管理簿以外の記録（電磁的記録を含む。）により必要に応じて確認することがで

きる場合は、当該記録を債権管理簿とみなすことができる。 

２ 債権所管課長等は、その管理に属すべき町の債権が発生し、帰属し、又は他の債

権所管課長等から引き継がれたときは、遅滞なく、これを債権管理簿に記載しなけ

ればならない。当該記載事項に変更があった場合も、同様とする。 

（督促） 

第５条 条例第６条の規定による督促は、履行期限後２０日以内に行うものとする。 

２ 別に定めがある場合を除き、前項の督促を行う場合は、当該督促を行う日から１

０日以内の日を期限として指定して行うものとする。 

（延滞金・遅延損害金の減額又は免除の手続） 

第６条 美咲町税外収入金に係る督促及び延滞金徴収条例（平成１７年美咲町条例第

６４号）第３条第３項及び美咲町私法的収入金の督促及び遅延損害金に関する徴収

条例（平成２９年美咲町条例第２号）第６条の規定による延滞金、遅延損害金（以

下「延滞金等」という。）の減額又は免除は、当該延滞金等を納入すべき者からの

延滞金等減額（免除）申請書（様式第２号）による申請に基づいて行うものとする。 

２ 債権所管課長等は、前項の申請があったときは、遅滞なくその内容を審査した上

で、承認又は不承認の決定をし、延滞金等減額（免除）承認通知書（様式第３号）

又は延滞金減額（免除）不承認通知書（様式第４号）により当該申請を行った者に

通知するものとする。 

（督促から強制執行等の措置をとるまでの期間） 

第７条 条例第８条の相当の期間は、１年を超えない期間とする。 

（保証人に対する履行の請求の手続） 

第８条 条例第７条の規定に基づき保証人に対して行う履行の請求は、請求書（様式

第５号）を保証人に送付することにより行うものとする。 

（債権の履行期限の繰上げの手続） 



第９条 条例第９条の規定による履行期限の繰上げは、民法（明治２９年法律第８９

号）第１３７条の規定その他の履行期限の繰上げに関する定めにより、これを行う

ことができる場合に行うものとする。 

２ 条例第９条の通知は、履行期限繰上通知書（様式第６号）を債務者に送付するこ

とにより行うものとする。 

（債権の申出等） 

第１０条 条例第１０条の配当の要求その他債権の申出は、次に掲げる事由が生じた

ことを知った場合において行うものとする。 

（１） 債務者が強制執行を受けたこと。 

（２） 債務者が租税その他の公課について滞納処分を受けたこと。 

（３） 債務者の財産について競売の開始があったこと。 

（４） 債務者が破産手続開始の決定を受けたこと。 

（５） 債務者の財産について企業担保権の実行手続の開始があったこと。 

（６） 債務者について相続の開始があった場合において相続人が限定承認をした

こと。 

（７） 債務者である法人が解散したこと。 

（８） 第４号から前号までに定める事由のほか、債務者の総財産について清算が

開始されたこと。 

２ 条例第１０条第２項に定めるもののほか、町の債権を保全するための必要な措置

は、債権者代位権（民法第４２３条第１項の規定に基づき行使する権利をいう。）

又は詐害行為取消権（同法第４２４条第１項の規定に基づく取消権をいう。）の行

使とする。 

（担保の保全） 

第１１条 債権所管課長等は、その管理に属する町の債権について担保が提供された

ときは、遅滞なく、担保権の設定について、登記、登録その他第三者に対抗し得る

要件を備えるための必要な措置をとらなければならない。 

（徴収停止の手続） 

第１２条 条例第１１条の相当の期間は、１年とする。 

２ 債権所管課長等は、条例第１１条の規定による徴収停止の措置（以下この条にお

いて「徴収停止措置」という。）を行った場合は、債権管理簿に「徴収停止」の表

示をするとともに、当該徴収停止措置の内容及び理由を記載するものとする。 

３ 債権所管課長等は、徴収停止措置をとった後の事情の変更等により、当該徴収停

止措置を維持することが不適当となったことを知ったときは、直ちに、当該徴収停

止措置を取りやめなければならない。 

４ 債権所管課長等は、前項の規定により徴収停止措置を取りやめたときは、債権管

理台帳に「徴収停止取消」の表示をするとともに、その取りやめの理由を記載しな

ければならない。 

（履行延期の特約等の手続） 



第１３条 条例第１２条第１項の規定による履行期限の延長は、債務者からの履行延

期申請書（様式第７号）による申請に基づいて行うものとする。 

２ 債権所管課長等は、前項の申請があったときは、遅滞なくその内容を審査した上

で、承認又は不承認の決定をし、履行延期承認通知書（様式第８号）又は履行延期

不承認通知書（様式第９号）により債務者に通知するものとする。 

（履行延期の特約等に係る措置） 

第１４条 債権所管課長等は、その管理に属する非強制徴収債権について条例第１２

条第１項の規定に基づき履行期限を延長する場合は、担保を提供させるものとする。

ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 同一債務者に対する同一種類の非強制徴収債権の金額の合計額が５万円未

満である場合 

（２） 履行期限を延長する非強制徴収債権が債務者の故意又は重大な過失によら

ずに発生した返還金に係るものである場合 

（３） 債務者から担保を提供させることが公の事務又は事業の遂行を阻害する等

公益上著しい支障を及ぼすこととなるおそれがある場合 

（４） 担保として提供すべき適当な物件がなく、かつ、保証人となるべき者がい

ない場合 

（５） 既に十分な担保が付されている場合 

（履行延期の特約等に付する条件） 

第１５条 債権所管課長等は、条例第１２条第１項の規定に基づき履行期限を延長す

る場合には、次に掲げる条件を付するものとする。 

（１） 当該非強制徴収債権の保全上必要があるときは、債務者又は保証人に対し、

その業務又は資産の状況に関して、質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、又

は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができること。 

（２） 次に掲げるときは、当該非強制徴収債権の全部又は一部について、当該延

長に係る履行期限を繰り上げることができること。 

ア 債務者が、その財産を隠し、損ない、若しくは処分したとき、若しくはこれ

らのおそれがあると認められるとき、又は虚偽に債務を負担する行為をしたと

き。 

イ 当該非強制徴収債権の金額を分割して履行期限を延長する場合において、債

務者が分割された金額についての履行を怠ったとき。 

ウ 第１０条第１項各号のいずれかに掲げる事由が生じたとき。 

エ 債務者が前号に規定する条件その他の当該延長に付された条件に従わなかっ

たとき。 

オ その他債務者の資力の状況その他の事情の変化により当該延長に係る履行期

限によることが不適当と認められるとき。 

（免除の手続） 

第１６条 条例第１３条の規定による免除は、債務者からの債務免除申請書（様式第



１０号）による申請に基づいて行うものとする。 

２ 債権所管課長等は、前項の申請があったときは、遅滞なくその内容を審査した上

で、承認又は不承認の決定をし、債務免除承認通知書（様式第１１号）又は債務免

除不承認通知書（様式第１２号）により債務者に通知するものとする。 

（債権の放棄） 

第１７条 債権所管課長等は、条例第１４条の規定に基づき債権を放棄しようとする

ときは、債権放棄に関する調書（様式第１３号）を調製の上、処理しなければなら

ない。 

２ 条例第１４条第１号及び第３号の相当の期間は、３年とする。 

（個人情報の収集） 

第１８条 町長は、非強制徴収債権の管理のために必要な個人情報の収集を行う場合

は個人情報調査同意書（様式１４号）により、事前に債権者の同意を得なければな

らない。 

（その他） 

第１９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則（令和４年３月３０日規則第２４号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



 



 



 

担当者確認 



 



 

 



 

 



 

 



 

 



 



 

 



 

 



 



 

 



 

 



 



 

 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

様式第６号（第９条関係） 

様式第７号（第１３条関係） 

様式第８号（第１３条関係） 

様式第９号（第１３条関係） 

様式第１０号（第１６条関係） 

様式第１１号（第１６条関係） 

様式第１２号（第１６条関係） 

様式第１３号（第１７条関係） 

様式第１４号（第１８条関係） 

 


